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みずほフィナンシャルグループ変革のための
『事業再構築』について

みずほフィナンシャルグループは、先般11月25日にみずほ銀行、みずほコーポレート銀行およびグループ証券・信託を

含む中核会社を中心とした事業戦略とコスト構造改革を掲げた「みずほ『変革・加速プログラム』」を発表いたしました。

当グループは、「金融再生プログラム」の趣旨を踏まえ、昨今の厳しい経営環境に対処するため、この「みずほ『変革・加

速プログラム』」に加え、今般以下を骨子とする『事業再構築』に取り組むことといたしました。

『事業再構築』により、グループ戦略の抜本的見直しを図り、競争力向上と高度かつ安定的な収益力を確保しグループ

全体の企業価値の極大化を図ってまいります。

尚、経営体制の再編（平成15年3月実施）については国内外当局による許認可等を前提にしております。

1. 総合金融サービス力の一段の強化

①グループ総合金融サービス力の飛躍的向上を実現するため、新金融持株会

社「みずほフィナンシャルグループ」を新設

②みずほ銀行・みずほコーポレート銀行両行の連携強化ならびに顧客セグメン

ト別に銀行・証券の連携強化を行うべく銀証持株会社「中間持株会社」を設置

③信託・資産運用・資産管理部門の戦略的再編を行うとともに同部門を新金融

持株会社の直接子会社化

2. 金融再生プログラムの趣旨を踏まえた不良債権処理の加速化と企業再生

ビジネスへの積極的取組

①自己査定基準の高度化による資産査定の一層の厳格化

②銀行セクターから要管理先以下の不良債権を分離、「再生のための受皿また

は仕組」を活用し早期再生処理実施

3. 財務体質の一層の強化

①自己資本の更なる充実に向けた市場からの自力調達

②リスクシナリオに則った保守的な見通しによる繰延税金資産の算定

4.「みずほ『変革・加速プログラム』」の着実な実行（11月25日発表）

『事業再構築』のポイント
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１．総合金融サービス力の一段の強化

① グループ総合金融力の飛躍的向上を実現するため、新金融持株会社「みずほフィナンシャルグループ」

（以下ＭＨＦＧ）を新設

●従来の中核4社を中心としたグループ運営に加え、さらに新設するＭＨＦＧにより主要関連会社へダイレクトな

経営管理を行い、グループ内のシナジー効果を高め、収益力の強化を早期に具現化

● 関連会社の統合、共通インフラの活用等経営合理化の推進による早期の統合効果を実現

─ システム関連会社、資産運用会社の早期統合

─ 成長分野であるカード、資産運用ビジネス等で一層の収益拡大を図るとともにシンクタンク機能のビジネ

スへの活用、システムインフラの共有化等諸施策の推進

②「みずほ銀行」、「みずほコーポレート銀行」両行の連携強化ならびに顧客セグメント別に銀行・証券

の連携強化を行うべく銀証持株会社「中間持株会社」を設置

●グループ持株会社の新設に伴い、「（株）みずほホールディングス（以下ＭＨＨＤ）」を改編し、銀行・証券セクター

の経営管理を行う中間持株会社に衣替え

─ 中間持株会社は、従来以上に「みずほ銀行（以下ＭＨＢＫ）」、「みずほコーポレート銀行（以下ＭＨＣＢ）」の

連携強化、銀行・証券業務の連携強化に注力

● 顧客セグメント別に、「みずほ証券」をＭＨＣＢの傘下に、「みずほインベスターズ証券」をＭＨＢＫの傘下に再編

●「みずほ証券」の機能のうちリテール部門を「みずほインベスターズ証券」に分割

─ ＭＨＢＫと「みずほインベスターズ証券」、ＭＨＣＢと「みずほ証券」の合併等、顧客利便性の一層の向上を

図るべく将来更なる再編を展望し、証券取引法第65条の改正を要望

● 引受主幹事獲得に向けた共同営業体制を強化すべく「新光証券」とは連携体制を構築済

③ 信託・資産運用・資産管理部門の戦略的再編を行うとともに同部門を新金融持株会社の直接子会社化

●信託業務の一元化と資産管理サービス信託銀行、資産運用会社を含めた｢信託・資産運用セクター｣の一体運営

を実施　

─ ＭＨＨＤの100％子会社であるみずほ信託銀行は、金融持株会社であるＭＨＦＧの直接子会社化すると同

時にみずほアセット信託銀行と合併し、信託業務の一元化を実現

─ みずほ信託銀行の高格付は維持

─ みずほアセット信託銀行は、要管理先以下の不良債権を分離し「再生のための受皿または仕組」を活用し

不良債権処理を早期完了

─ 資産管理サービス信託銀行は、グループの資産運用業務全体のインフラとしての位置づけを明確化すべ

く、金融持株会社の直接子会社とし、グループ内にとどまらず、顧客ニーズに対応し高品質なサービスを幅

広く提供
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2．金融再生プログラムの趣旨を踏まえた不良債権処理の加速化と
企業再生ビジネスへの積極的取組

① 自己査定基準の高度化による資産査定の一層の厳格化

● 金融再生プログラムにおける「新しい金融行政の枠組み」の趣旨を踏まえて、自己査定基準を高度化

─ 大口要管理先に対するＤＣＦ的手法の適用も含めた自己査定基準の高度化

② 銀行セクターから要管理先以下の不良債権を分離、「再生のための受皿または仕組」を活用し早期

再生処理実施

● ＭＨＢＫ、ＭＨＣＢ、およびみずほアセット信託銀行から、要管理先以下の債権を分離し、最終処理、企業再生を加速

●「再生のための受皿または仕組」を活用し、不良債権の早期処理完了を目指す

● 分離した不良債権については、早期に再生可能性の見極めを行い、整理回収機構、産業再生機構、企業再生ファ

ンドとの連携強化等により、最終処理・再生支援を早期に実施

─ 不良債権分離後、ＭＨＢＫ、ＭＨＣＢ、およびみずほアセット信託銀行は各々のマーケットに期待される資金

供給機能をさらに強化

3．財務体質の一層の強化

① 自己資本の更なる充実に向けた市場からの自力調達

● 今次事業再構築に伴い必要な資本は、民間からの調達を実施

② リスクシナリオに則った保守的な見通しによる繰延税金資産の算定

●金融再生プログラムにおける「新しい金融行政の枠組み」の趣旨を踏まえて、繰延税金資産については、算定時

における課税所得の見積もり方法を、さらなるリスクシナリオを織り込んだ保守的な対応

─ 一部繰延税金資産は取崩し

4．「みずほ『変革・加速プログラム』」の着実な実行

（「みずほ『変革・加速プログラム』」の詳細については、14ページをご覧ください）

経営体制の再編イメージ�

【現状】�

【再編後】�

みずほホールディングス�
（MHHD）�

み
ず
ほ
信
託
銀
行�

み
ず
ほ
ア
セ
ッ
ト
信
託
銀
行�

資
産
管
理
サ
ー
ビ
ス
信
託
銀
行�

資
産
運
用
会
社�

カ
ー
ド
会
社�

シ
ン
ク
タ
ン
ク�

シ
ス
テ
ム
関
連
会
社�

ベ
ン
チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ
ル�

み
ず
ほ
証
券�

み
ず
ほ
イ
ン
ベ
ス
タ
ー
ズ
証
券�

み
ず
ほ
銀
行�

み
ず
ほ
イ
ン
ベ
ス
タ
ー
ズ
証
券�

み
ず
ほ
ア
セ
ッ
ト
信
託
銀
行�

み
ず
ほ
信
託
銀
行�

信
託�

み
ず
ほ
銀
行�

み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀
行�

合　併�

資
産
管
理
サ
ー
ビ
ス
信
託
銀
行�

新光証券�

資
産
運
用
会
社（
Ｄ
Ｋ
Ａ
・
Ｆ
Ｉ
Ｍ
Ｃ
Ｏ
・
Ｄ
Ｉ
Ａ
Ｍ
）�

カ
ー
ド
会
社（
ユ
ー
シ
ー
カ
ー
ド
）�

シ
ン
ク
タ
ン
ク（
み
ず
ほ
総
合
研
究
所
）�

シ
ス
テ
ム
関
連
会
社（
Ｄ
Ｋ
Ｉ
Ｓ
・
Ｆ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
・
Ｋ
Ｓ
Ｄ
）�

ベ
ン
チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ
ル（
み
ず
ほ
キ
ャ
ピ
タ
ル
）�

み
ず
ほ
証
券�

（株）みずほフィナンシャルグループ�
（金融持株会社）�

みずほホールディングス（MHHD）�
（銀行・証券持株会社）�

再
生
の
た
め
の
受
皿
又
は
仕
組
み�

（　　　　）�

銀行・証券セクター� 信託・資産運用セクター�

15年上期�
中を目処�

み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀
行�


